
は　じ　め　に

21世紀に入り早くも6年を経過した今年、我が国にとって大きな社会構造転換の年となりました。

人口の自然増加率がマイナスになり、前年に比べ総人口が減少に転じました。既に、我が国における

15歳から糾歳の労働人Uいわゆる生産年齢人目吼1が自清から一足早く減少に転じていましたが、少

子・高齢化が進み労働人口が減少していくという状況下にあっても、これまで総人口は、微増ないし

は構う貢いの状腸で推移していました。しかし、目頭でも紹介しましたように今年に入り総人∩は減少

し始め、今後も減少を焼けると予測されています．この人口減少という社会構造の変化ほ、マクロ的

に社会経済を揺るがす大きな要因の一つと言えます。そして、これからの産業‡舌勅や私通の生活にプ

ラスやマイナスの影響をもたらす亨は必至です．情報があふれ、めまぐるしく変化する今日の社会で

は、必要な情報をタイムリーに収袋し、製品企画や販売職略などにスビ「ディに取り入れていく。こ

の事は大変重蕗な経営戦略の一つであると考えています。

長崎県の馴究開発の中長期的な方向性は、社会の動向を踏まえ、研究を重点化すると共に本県の強

みを最大限に生かした農工連携、水工連携、医工連携を戦略的に推進し、新規蕊果の創出と既存庄巣

の活性化を図る事としています。そして更に、直撃官の連携強化によりその研究資顔を効果的に集中

し、震装練争力を高め雇用の拡大を凶る事としております。

このような中、無策技術センターは平成15年3月に策定しこれまで更地してきたアクションプラン

を、昨年9月に、社会情勢の変化や産業界のニーズに即して見直しました。今後センターは、この

「窯策技術センターアクションプラン（後期）」に基づき、戦略的な研究開発、効果的な技術支援、

積極的な憫報提供を行い、陶」落籍産業と県内産晃の活性化を図って参ります．

本報告否は、平成17年虞の繁務を取りまとめたものです日　間係各位の方々にご活用いただくととも

に、ご意見をお♯せいただければ幸いに存じます。
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